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平成 19 年９月期  第３四半期財務・業績の概況（非連結） 
    平成 19 年８月 10 日 

上場会社名 株式会社アルファクス･フード･システム 上場取引所 大証ヘラクレスＧ 

コード番号：3814  ＵＲＬ http://www.afs.co.jp/

代表者     （役職名）代表取締役社長   （氏名）田村 隆盛  

問 合 せ 先     責任者（役職名）執行役員経営管理部長（氏名）河原 克樹 ＴＥＬ（03）5649－2100 

             
 

（百万円未満切捨て） 
１ 平成 19 年９月期第３四半期の業績（平成 18 年 10 月１日 ～ 平成 19 年６月 30 日） 
(1) 経営成績                          （％表示は対前年同四半期増減率） 

 売 上 高 営 業 利 益      経 常 利 益      
 四半期（当期） 
純 利 益       

 百万円   ％ 百万円   ％ 百万円   ％ 百万円   ％

19 年９月期第３四半期 1,234 △10.8      186   24.9      184   30.6      104   24.1

18 年９月期第３四半期 1,384     － 149     －  141     －    83     －

18 年９月期    1,802     －      252     － 217     － 134     －

 

 
１株当たり四半期  

（当期）純利益 

潜在株式調整後 
１株当たり四半期  
（当期）純利益 

 円    銭 円    銭

19 年９月期第３四半期 4,247  79       4,170  42

18 年９月期第３四半期   3,659  89 －  －

18 年９月期 5,845  20       5,838  34

 (注)1. 平成 18 年９月期第３四半期より四半期決算の開示を行っているため、前第３四半期比増減率は
記載しておりません。 

   2．当社は平成 18 年６月 30 日付で普通株式１株につき３株の割合をもって株式分割を行いました。
平成 18 年９月期の期中平均株式数は、期首に分割が行われたものとして算出しております。 

 
(2) 財政状態 

 総 資 産 純資産 自己資本比率 
１株当たり 

純資産 
 百万円 百万円 ％ 円    銭

19 年９月期第３四半期 1,679  968  57.6  39,482 01 

18 年９月期第３四半期 1,418  683 48.2 29,792 02 

18 年９月期 1,639  876  53.5  35,744 50 

 

(3)キャッシュ・フローの状況 

 
営 業 活 動 に よ る          
キャッシュ・フロー 

投 資 活 動 に よ る          
キャッシュ・フロー 

財 務 活 動 に よ る          
キャッシュ・フロー 

現金及び現金同等物
期 末 残 高          

 百万円 百万円 百万円 百万円

19 年９月期第３四半期    △205    △7 △11 309 

18 年９月期第３四半期        △6  10 118 412 

18 年９月期 △290  19 516 535   

 
２．配当の状況 

 １株当たり配当金 

（基準日） 第１四半期 中間 第３四半期 期末 年間 

 円 銭 円 銭 円 銭 円 銭 円 銭
平成 18 年９月期 － － － 500 00 500 00 

平成 19 年９月期 － － － －  

平成19年９月期（予想） － － － －  
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３ 平成 19 年９月期の業績予想（平成 18 年 10 月１日 ～ 平成 19 年９月 30 日） 
（％は対前年増減率） 

 売上高 営業利益 経常利益 当期純利益 
１株当たり  

当期純利益 

 百万円  ％ 百万円  ％ 百万円  ％ 百万円  ％ 円  銭

通    期    2,176 20.7      327 29.3 326 50.1  186 38.4     7,585   22

 
４ その他 

（1） 会計処理の方法における簡便な方法の採用の有無：中間財務諸表作成基準 
（2） 最近事業年度からの会計処理の方法の変更の有無：無 
（3） 会計監査人の関与：無 

 

※ 業績予想の適切な利用に関する説明、その他特記事項 

（将来に関する記述等についてのご注意） 

本資料に記載されている業績見通し等の将来に関する記述は、当社が現在入手している情報及び合理的で

あると判断する一定の前提に基づいており、実際の業績等は様々な要因により大きく異なる可能性があり

ます。業績予想の前提となる仮定及び業績予想のご利用にあたっての注意事項等については、３ページを

ご覧ください。 
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[定性的情報・財務諸表等] 
１．経営成績に関する定性的情報 
 当第３四半期におけるわが国経済は、企業収益の改善や設備投資が増加の傾向を示していることなど、
景気は回復基調にあります。しかし、原油価格高騰の長期化による世界的な景気への影響が懸念され、そ
の動向には留意する必要があります。 
 外食産業においては、原油価格高騰による諸原材料価格の上昇や競争の激化による既存店売上の減少等
により厳しい環境となっております。  
 以上のような経済環境において、当社では販売提携先との連携強化を図りながら新規の取引先へのシス
テム導入及び既存顧客のサービス拡充を行ってまいりました。その結果、ＡＳＰ基幹業務サービスが順調
に推移し月額サービス利用料が増加しております。しかし、大手チェーン店向けシステム機器の受注及び
設置が下半期後半に移行したもの等があり、当第３四半期の売上高は1,234,299千円（前年同期比10.8％
減）となりました。利益面に関しては、収益性の高い基幹業務システム月額サービスが順調に推移し営業
部門等の増員によるコスト増を吸収し、営業利益は186,403千円（前年同期比24.9％増）、経常利益は
184,674千円（前年同期比30.6％増）、当期純利益は104,181千円（前年同期比24.1％増）となりました。 
 
 事業部門別の業績は、以下のとおりであります。 
① ＡＳＰサービス事業 

当事業におきましては、月額サービスの新規顧客獲得及び既存顧客へのサービス拡大に注力し、また
提携先との強化を図り販売活動を行った結果、売上高は 800,138 千円となりました。月額利用料も９
ヶ月累計で 559,623 千円と順調に推移しました。 

② システム機器事業 
当事業におきましては、大手チェーン店向けのシステム機器の店舗設置等が下半期後半に移行したた
め売上高は 341,458 千円となりました。 

③ 周辺サービス事業 
  当事業におきましては、サプライ品、機器修理及び他社商品の販売等を行った結果、売上高は 92,702

千円となりました。 
 
２．財政状態に関する定性的情報 
 当第３四半期末における総資産は、前事業年度に比べ 39,986 千円増加いたしました。主な増減は、流
動資産では売掛金 237,848 千円の増加、商品 57,220 千円の増加及び現預金 225,561 千円の減少があり、
流動負債では未払法人税等 44,978 千円の減少等がありました。純資産につきましては、968,335 千円とな
り、主なものは利益剰余金の増加によるものです。 
 
 当第３四半期におけるキャッシュ･フローの状況は以下のとおりであります。 
（営業活動によるキャッシュ・フロー） 
 当第３四半期において営業活動の結果支出した資金は 205,982 千円となりました。 
これは主に、税引前第３四半期純利益 181,130 千円の獲得、減価償却費 47,101 千円の発生、たな卸資産
87,186千円の増加、売上債権240,316千円の増加及び法人税等の支払114,431千円によるものであります。 
（投資活動によるキャッシュ・フロー） 

当第３四半期における投資活動により支出した資金は 7,734 千円となりました。 
これは主に、投資有価証券売却による収入 14,068 千円及び無形固定資産 21,766 千円の取得等によるもの
であります。 
（財務活動によるキャッシュ・フロー） 
 当第３四半期における財務活動により支出した資金は 11,844 千円となりました。 
これは主に、配当金による支出 11,844 千円によるものです。 
 以上の結果、現金及び現金同等物期末残高は 309,519 千円となりました。 

 

３．業績予想に関する定性的情報 

 当社は引き続き、販売提携先との関係を強化し大手外食チェーンを中心にシステム機器とＡＳＰ基幹業

務サービスの受注及び設置導入を行ってまいります。 

通期の業績見通しにつきましては、前回公表の通期業績予想は現時点で変更はありません。 
 

４．その他 

 該当事項はございません。 
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５．四半期財務諸表 

（1）四半期貸借対照表                                （単位：千円、％） 

 前年同四半期期末

（平成 18 年９月期

第３四半期末）

当四半期期末 

（平成 19 年９月期

   第３四半期末）

増減 

（参考）前期末

（平成 18 年 

   ９月期末）科目 

注記

番号
金額 金額 金額 増減率 金額 

（資産の部）       

Ⅰ 流動資産       

１．現金及び預金  472,489 369,519 △102,969     595,081

２．受取手形  10,738 － △10,738  6,850

３．売掛金  290,379 603,044 312,665  365,195

４．たな卸資産  400,557 493,838 93,281  436,187

５．繰延税金資産  6,932 3,045 △3,887  10,946

６．その他  32,309 12,459 △19,850  29,370

貸倒引当金  △17,083 △13,208 3,874  △8,126

流動資産合計  1,196,323 1,468,698 272,374 22.7 1,435,505

Ⅱ 固定資産      

(１)有形固定資産      

１．建物 ※１ 15,242 13,691 △1,550  14,744

２．車両運搬具 ※１ 19 19 －  19

３．工具器具備

品 
※１ 76,034 65,480 △10,554  54,528

４．土地  20,429 20,429 －  20,429

有形固定資産

合計 

 
111,724 99,619 △12,104 △10.8 89,720

(２)無形固定資産  60,666 45,787 △14,878 △24.5 51,619

(３)投資その他の
資産 

   

１．投資有価証
券 

 22,400 1,160 △21,240  1,580

２．繰延税金資
産 

 11,444 29,911 18,466  26,573

３．その他  19,210 50,171 30,960  50,304

貸倒引当金  △3,750 △15,622 △11,871  △15,563

投資その他の資産
合計 

 49,304 65,620 16,315 33.0 62,894

固定資産合計  221,695 211,027 △10,667 △0.4 204,234

資産合計  1,418,019 1,679,726 261,706 18.4 1,639,739
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（単位：千円、％） 

 前年同四半期期末

（平成 18 年９月期

第３四半期末）

当四半期期末 

（平成 19 年９月期

 第３四半期末）

増減 

（参考）前期末

（平成 18 年 

 ９月期末） 科目 

注記

番号
金額 金額 金額 増減率 金額 

（負債の部）  
 

Ⅰ 流動負債  
 

１．買掛金 303,710 20,546 △283,164  30,097

２．短期借入金 275,000 525,000 250,000  525,000

３．未払法人税等 10,187 16,315 6,128  61,293

４．前受金 53,002 36,919 △16,082  46,237

５．賞与引当金 3,952 5,098 1,145  17,855

６．その他 ※３ 82,736 101,868 19,132  76,550

流動負債合計 728,589 705,748 △22,840 △3.1 757,034 

Ⅱ 固定負債  

１．退職給付引当
金 

2,436 3,424 988  2,537

２．その他 3,982 2,217 △1,764  3,498

固定負債合計 6,418 5,642 △776 △12.0 6,035

負債合計 735,007 711,390 △23,616 △3.2 763,070
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 前年同四半期期末

（平成 18 年９月期

第３四半期末）

当四半期期末 

（平成 19 年９月期

 第３四半期末）

増減 

（参考）前期末

（平成 18 年 

 ９月期末） 科目 

注記

番号
金額 金額 金額 増減率 金額 

（資本の部）   

Ⅰ 資本金 448,750 －  －

Ⅱ 資本準備金  

 １．資本準備金 66,319 －  －

 資本剰余金合計 66,319 －  －

Ⅲ 利益剰余金  

 １．第３四半期末
未処分利益 

155,702 －  －

 利益剰余金合計 155,702 －  －

Ⅳ その他有価証
券評価差額金 

12,240 －  －

資本合計 683,011 －  －

負債資本合計 1,418,019 －  －

（純資産の部）  

Ⅰ 株主資本  

１．資本金 － 526,030  526,030

２．資本剰余金  

（1）資本準備金 － 143,599  143,599

資本剰余金  
合計 

－ 143,599  143,599

３．利益剰余金  

（1）その他利益 
剰余金 

 

繰越利益剰
余金 

－ 298,130  206,212

利益剰余金 
合計 

－ 298,130  206,212

 株主資本合計 － 967,759  875,841

Ⅱ 評価・換算差額
等 

 

１．その他有価証
券評価差 
額金 

－ 576  828

評価・換算差
額等合計 

－ 576  828

純資産合計 － 968,335  876,669

負債純資産 
合計 

－ 1,679,726  1,639,739
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（2）四半期損益計算書                                 （単位：千円、％） 

 前年同四半期 

（平成18年９月期

第３四半期） 

当四半期 

（平成19年９月期

 第３四半期） 

増減 

（参考）前期 

（平成 18 年 

 ９月期） 科目 

注記

番号
金額 金額 金額 増減率 金額 

Ⅰ 売上高 
 

1,384,897 1,234,299 △150,597 △10.8 1,802,702

Ⅱ 売上原価  853,504 619,134 △234,369 △27.4 1,029,630

売上総利益  531,392 615,164 83,771 15.7 773,071

Ⅲ 販売費及び一
般管理費 

 382,228 428,761 46,533 12.1 520,258

営業利益  149,164 186,403 37,238 24.9 252,813

Ⅳ 営業外収益 ※１ 4,702 4,271 △431 △9.1 5,597

Ⅴ 営業外費用 ※２ 12,542 5,999 △6,542 △52.1 41,038

経常利益  141,324 184,674 43,350 30.6 217,371

Ⅵ 特別利益 ※３ 20,225 － △20,225 － 32,538

Ⅶ 特別損失 ※４ 18,481 3,544 △14,937 △80.8 18,481

税金等調整
前第３四半
期（当期）純
利益 

 

143,067 181,130 38,062 26.6 231,428

法人税、住民
税及び事業
税 

 
62,506 72,217 9,710 15.5 111,892

法人税等調
整額 

 △3,345 4,731 8,077 △241.4 △14,880

第３四半期
（当期）純利
益 

 
83,906 104,181 20,274 24.1 134,416

前期繰越利
益 

 71,795 － － － －

第３四半期
未処分利益 

 155,702 － － － －
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（3）四半期株主資本等変動計算書 

     当第３四半期会計期間（自 平成 18 年 10 月１日 至 平成 19 年６月 30 日）     （単位：千円） 

株 主 資 本 評価・換算差額等 

資本剰余金 利益剰余金 

その他利

益剰余  

金 

 

資本金 資  本 

準備金 

資 本 剰

余 金

合   計
繰越利益  

剰  余  

金 

利益剰余  

金  合 

計 

株   主  

資   本

合   計

その他有

価証券評

価差額金 

評価・換算

差 額 等  

合     計 

純 資 産

合    計

平成 18 年９月 30 日 

残高 （千円） 
526,030 143,599 143,599 206,212 206,212 875,841 828 828 876,669

第３四半期会計期間

中の変動額 
   

剰余金の配当   △12,263 △12,263 △12,263   △12,263

第３四半期純利益  104,181 104,181 104,181   104,181

株主資本以外の項

目の第３四半期会

計期間中の変動額

（純額） 

 △252 △252 △252

当第３四半期会計期

間中の変動額合計（千

円） 

 91,918 91,918 91,918 △252 △252 91,666

平成 19 年６月 30 日 

残高（千円） 
526,030 143,599 143,599 298,130 298,130 967,759 576 576 968,335

 

       前事業年度（自 平成 17 年 10 月１日 至 平成 18 年９月 30 日） 

株 主 資 本 評価・換算差額等 

資本剰余金 利益剰余金 

その他利

益剰余  

金 

 

資本金 資  本 

準備金 

資 本 剰

余 金

合   計
繰越利益  

剰  余  

金 

利益剰余  

金  合 

計 

株   主  

資   本

合   計

その他有

価証券評

価差額金 

評価・換算

差 額 等  

合     計 

純 資 産

合    計

平成 17 年９月 30 日 

残高 （千円） 
448,750 66,319 66,319 71,795 71,795 586,865 31,200 31,200 618,065

事業年度中の変動額    

新株の発行 77,280 77,280 77,280 154,560   154,560

当期純利益  134,416 134,416 134,416   134,416

株主資本以外の項

目の事業年度中の

変動額（純額） 

 △30,372 △30,372 △30,372

事業年度中の変動額

合計（千円） 
77,280 77,280 77,280 134,416 134,416 288,976 △30,372 △30,372 258,604

平成 18 年９月 30 日 

残高（千円） 
526,030 143,599 143,599 206,212 206,212 875,841 828 828 876,669
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（4）四半期キャッシュ・フロー計算書                           （単位：千円） 

 

 
前年同四半期 

（平成18年９月期 
 第３四半期） 

当四半期 
（平成19年９月期 
 第３四半期） 

（参考）前期 
（平成18年９月期）

区分 
注記 
番号 

金額 金額 金額 

Ⅰ 営業活動によるキャッシ
ュ・フロー 

 
   

税引前第３四半期（当
期）純利益 

 
143,067 181,130 231,428 

減価償却費 
 

 64,532 47,101 91,849 

減損損失 
 

  1,911 － 1,911 

貸倒引当金の増加額 
（△減少額）  

 
 14,276 5,141 17,132 

賞与引当金の増加額 
（△減少額） 

 
△5,691 △12,756 8,210 

退職給付引当金の増加
額 

 
    825 887 927 

投資有価証券売却益 
 

△20,225 － △32,538 

株式交付費 
 

     － － 6,849 

受取利息及び受取配当
金 

 
   △11 △84 △28 

支払利息 
 

  3,133 5,981 4,246 

売上債権の減少額  
（△増加額） 

 
△102,606 △240,316 △211,528 

たな卸資産の増加額  △188,568 △87,186 △206,007 

仕入債務の増加額 

（△減少額） 

 
136,951 △5,351 △136,662 

その他  51,278 19,633 42,380 

小計 
 

98,873 △85,819 △181,828 

利息及び配当金の受取
額 

 
     11 84 28 

利息の支払額 
 

△3,133 △5,816 △4,770 

法人税等の支払額 
 

△102,643 △114,431 △104,209 

営業活動によるキャッシ

ュ・フロー 

 
△6,891 △205,982 △290,779 
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前年同四半期 

（平成18年９月期 
 第３四半期） 

当同四半期 
（平成19年９月期 
 第３四半期） 

（参考）前期 
（平成18年９月期）

区分 
注記 

番号 
金額 金額 金額 

Ⅱ 投資活動によるキャッシ
ュ・フロー 

 
   

定期預金の預入による
支出 

 
 △60,000 － △60,000 

定期預金の払戻による
収入 

 
 100,000 － 100,000 

有形固定資産の取得に
よる支出 

 
 △5,781 △2,216 △18,257 

無形固定資産の取得に
よる支出 

 
△21,375 △21,766 △22,375 

無形固定資産の売却に
よる収入 

 
   － 2,348 － 

投資有価証券の売却に
よる収入 

 
   － 14,068 22,269 

敷金・保証金の差入によ
る支出 

 
  △646 △17 △646 

その他 
 

 △1,395 △150 △1,417 

投資活動によるキャッシ
ュ・フロー 

 
  10,802 △7,734 19,572 

Ⅲ 財務活動によるキャッシ
ュ・フロー 

 
   

短期借入れによる収入 
 

 200,000 105,000 515,000 

短期借入金の返済によ
る支出 

 
    － △105,000 △65,000 

長期借入金の返済によ
る支出 

 
△41,242 － △41,242 

社債の償還による支出 
 

△40,000 － △40,000 

株式発行による収入 
 

      － － 147,710 

配当金の支払額 
 

      － △11,844 － 

財務活動によるキャッシ
ュ・フロー 

 
 118,758 △11,844 516,468 

Ⅳ 現金及び現金同等物の増
加額 

 
 122,668 △225,561 245,261 

Ⅴ 現金及び現金同等物の期
首残高 

 
 289,820 535,081 289,820 

Ⅵ 現金及び現金同等物の第
３四半期（当期）末残高 

 
 412,489 309,519 535,081 
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第３四半期財務諸表作成のための基本となる重要な事項 

項目 
前第３四半期会計期間 

（自 平成17年10月１日 
 至 平成18年６月30日）

当第３四半期会計期間 
（自 平成18年10月１日 
至 平成19年６月30日）

前事業年度 
（自 平成17年10月１日 
至 平成18年９月30日）

１．資産の評価基準

及び評価方法 

(1)有価証券 

その他有価証券 

時価のあるもの 

 四半期決算日の市場価

格等に基づく時価法（評価

差額は全部資本直入法に

より処理し、売却原価は移

動平均法により算定）を採

用しております。 

時価のないもの 

 移動平均法による原価法

を採用しております。 

(1)有価証券 

その他有価証券 

時価のあるもの 

 四半期決算日の市場価

格等に基づく時価法（評価

差額は全部純資産直入法

により処理し、売却原価は

移動平均法により算定）を

採用しております。 

時価のないもの 

同左 

 

(1)有価証券 

その他有価証券 

時価のあるもの 

 決算日の市場価格等に

基づく時価法（評価差額は

全部純資産直入法により

処理し、売却原価は移動平

均法により算定）を採用し

ております。 

時価のないもの 

同左 

 

 (2)たな卸資産 

商品 

 移動平均法による原価

法を採用しております。 

貯蔵品 

 最終仕入原価法を採用し

ております。 

(2)たな卸資産 

商品 

同左 

 

貯蔵品 

同左 

 

(2)たな卸資産 

商品 

同左 

 

貯蔵品 

同左 

 

２．固定資産の減価

償却の方法 

(1)有形固定資産 

定率法を採用しておりま

す。なお、主な耐用年数は

以下のとおりであります。

建物・・・・・・10～20年

工具器具備品・・２～８年

(1)有形固定資産 

同左 

 

(1)有形固定資産 

同左 

 (2)無形固定資産 

 自社ソフトウェアにつ

いては、社内における利用

可能期間（５年）に基づく

定額法を採用しておりま

す。 

 市場販売目的のソフトウ

ェアについては、見込販売数

量に基づく償却額と残存有

効期間（３年以内）に基づく

均等配分額とを比較し、いず

れか大きい額を当期償却額

としております。 

(2)無形固定資産 

同左 

 

(2)無形固定資産 

同左 

 

 (3)長期前払費用 

 定額法 

(3)長期前払費用 

同左 

(3)長期前払費用 

同左 

３．繰延資産の処理方 

法 

  株式交付費 

 支出時に全額費用として

処理しております。 
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項目 
前第３四半期会計期間 

（自 平成17年10月１日 
 至 平成18年６月30日） 

当第３四半期会計期間 
（自 平成18年10月１日 
至 平成19年６月30日） 

前事業年度 
（自 平成17年10月１日 
至 平成18年９月30日） 

４．引当金の計上基準 (1)貸倒引当金 

 売上債権等の貸倒損失に

備えるため、一般債権につ

いては貸倒実績率により、

貸倒懸念債権等特定の債権

については個別に回収可能

性を勘案し、回収不能見込

額を計上することとしてお

ります。 

(2)賞与引当金 

 従業員の賞与の支給に備え

るため、支給見込額のうち

当第３四半期会計期間負担

額を計上しております。 

(3)退職給付引当金 

 従業員の退職給付に備える

ため、当事業年度末におけ

る退職給付債務見込額（自

己都合退職による要支給額

より年金資産額を控除した

額）に基づき、当第３四半

期会計期間末において発生

していると認められる額を

計上しております。 

(1)貸倒引当金 

同左 

 

 

 

 

 

 

 

(2)賞与引当金 

同左 

 

 

 

(3)退職給付引当金 

同左 

 

(1)貸倒引当金 

同左 

 

 

 

 

 

 

 

(2)賞与引当金 

 従業員の賞与の支給に備

えるため、支給見込額のう

ち当期負担額を計上してお

ります。 

(3)退職給付引当金 

 従業員の退職給付に備え

るため、当事業年度末にお

ける退職給付債務見込額

（自己都合退職による要支

給額より年金資産額を控除

した額）を計上しておりま

す。 

 

５．リース取引の処理

方法 

 リース物件の所有権が借主

に移転すると認められるもの

以外のファイナンス・リース

取引については、通常の賃貸

借取引に係る方法に準じた会

計処理によっております。 

同左 同左 

６．四半期キャッシ

ュ・フロー計算書

における資金の

範囲 

 手許現金、随時引き出し可

能な預金及び容易に換金可能

であり、かつ、価値の変動に

ついて僅少なリスクしか負わ

ない取得日から３ヶ月以内に

償還期限の到来する短期投資

からなっております。 

同左 同左 

７．その他四半期財務

諸表作成のため

の基本となる重

要な事項 

 消費税等の会計処理 

 税抜方式によっておりま

す。 

 消費税等の会計処理 

同左 

 消費税等の会計処理 

同左 
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第３四半期財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更 

前第３四半期会計期間 
（自 平成17年10月１日 
 至 平成18年６月30日） 

当第３四半期会計期間 
（自 平成18年10月１日 
至 平成19年６月30日） 

前事業年度 
（自 平成17年10月１日 
至 平成18年９月30日） 

（固定資産の減損に係る会計基準） 

 当第３四半期会計期間より、固定資

産の減損に係る会計基準（「固定資産

の減損に係る会計基準の設定に関す

る意見書」（企業会計審議会 平成14

年８月９日））及び「固定資産の減損

に係る会計基準の適用指針」（企業会

計基準適用指針第６号 平成15年10

月31日）を適用しております。これに

より税引前第３四半期純利益は1,911

千円減少しております。なお、減損損

失累計額については、改正後の財務諸

表等規則に基づき各資産の金額から

直接控除しております 

 （固定資産の減損に係る会計基準） 

 当事業年度より、固定資産の減損に

係る会計基準（「固定資産の減損に係

る会計基準の設定に関する意見書」

（企業会計審議会 平成14年８月９

日））及び「固定資産の減損に係る会

計基準の適用指針」（企業会計基準適

用指針第６号 平成15年10月31日）を

適用しております。これにより税引前

当期純利益は1,911千円減少しており

ます。なお、減損損失累計額について

は、改正後の財務諸表等規則に基づき

各資産の金額から直接控除しており

ます。 

  （貸借対照表の純資産の部の表示に

関する会計基準） 

 当事業年度より、「貸借対照表の純

資産の部の表示に関する会計基準」

（企業会計基準第５号 平成17年12

月９日）及び「貸借対照表の純資産の

部の表示に関する会計基準等の適用

指針」（企業会計基準適用指針第８号

平成17年12月９日）を適用しておりま

す。 

 従来の資本の部の合計額に相当す

る金額は、876,669千円であります。

 なお、財務諸表等規則の改正によ

り、当事業年度における貸借対照表

の純資産の部については、改正後の

財務諸表等規則により作成しており

ます。 
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注記事項 

（四半期貸借対照表関係） 

前第３四半期会計期間末 
（平成18年６月30日） 

当第３四半期会計期間末 
（平成19年６月30日） 

前事業年度末 
（平成18年９月30日） 

※１．有形固定資産の減価償却累計額  

265,625千円 

 

２．当社は、運転資金の効率的な調

達を行うため取引銀行３行と当座貸

越契約及び貸出コミットメント契約

を締結しております。これら契約に

基づく当第３四半期会計期間末の借

入未実行残高は次のとおりでありま

す。 

当座貸越極度額 

及び貸出コミッ   800,000千円 

トメントの総額                 

借入実行残高        275,000千円 

差引額       525,000千円   

 

※３．消費税等の取扱い 

仮払消費税等及び仮受消費税等 

は、相殺のうえ金額的重要性が乏 

しいため、流動負債の「その他」 

に含めて表示しております。 

※１．有形固定資産の減価償却累計額 

300,753千円

２．当社は、運転資金の効率的な調

達を行うため取引銀行４行と当座貸

越契約及び貸出コミットメント契約

を締結しております。これら契約に

基づく当第３四半期会計期間末の借

入未実行残高は次のとおりでありま

す。 

当座貸越極度額 

及び貸出コミッ  1,000,000千円 

トメントの総額                 

借入実行残高        450,000千円 

差引額         550,000千円   

 

※３．消費税等の取扱い 

同左 

 

 

 

 

 

 

※１．有形固定資産の減価償却累計額 

278,889千円

 

２．当社は、運転資金の効率的な調

達を行うため取引銀行４行と当座貸

越契約及び貸出コミットメント契約

を締結しております。これら契約に

基づく当事業年度末の借入未実行残

高は次のとおりであります。 

 

当座貸越極度額 

及び貸出コミッ  1,000,000千円 

トメントの総額                 

借入実行残高        375,000千円 

差引額          625,000千円   

                            

※３  
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（四半期損益計算書関係） 

前第３四半期会計期間 
（自 平成17年10月１日 
 至 平成18年６月30日） 

当第３四半期会計期間 
（自 平成18年10月１日 
至 平成19年６月30日） 

前事業年度 
（自 平成17年10月１日 
至 平成18年９月30日） 

※１．営業外収益のうち主要なもの 

受取利息       11千円 

保険料収入     699 

補償金収入    2,952 

※２．営業外費用のうち主要なもの 

支払利息     2,138千円 

社債利息       520 

支払保証料償却   474 

支払手数料    9,011 

※３．特別利益のうち主要なもの 

投資有価証券 

売却益      20,225千円 

※４．特別損失のうち主要なもの 

貸倒引当金繰 

入額             12,360千円 

過年度人件費    4,210 

減損損失      1,911 

※１．営業外収益のうち主要なもの

雑収入      4,186千円 

             

            

 

※２．営業外費用のうち主要なもの

支払利息     5,981千円 

 

 

※３． 

 

 

※４．特別損失のうち主要なもの 

貸倒引当金繰 

入額                606千円 

棚卸資産評価損   2,936 

 

 

 

 

 

※１．営業外収益のうち主要なもの

保険料収入     699千円 

雑収入      1,887 

補償金収入    2,952 

※２．営業外費用のうち主要なもの

支払利息     3,251千円 

支払手数料等   10,274 

株式公開費用   19,270 

株式交付費        6,849 

※３．特別利益のうち主要なもの 

投資有価証券 

売却益       32,538千円 

※４．特別損失のうち主要なもの 

貸倒引当金繰 

入額             12,360千円 

過年度人件費    4,210 

減損損失      1,911 
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前第３四半期会計期間 
（自 平成17年10月１日 
 至 平成18年６月30日） 

当第３四半期会計期間 
（自 平成18年10月１日 
至 平成19年６月30日） 

前事業年度 
（自 平成17年10月１日 
至 平成18年９月30日） 

※５．減損損失 

当第３四半期会計期間におい

て、当社は以下の資産グループに

ついて減損損失を計上しました。 

場所 用途 種類 

福岡シス

テム営業

部（福岡

市博多

区） 

事務用 

設備等 

機械装

置及び

無形固

定資産

等 

当社は、内部管理上の営業所等

を単位として資産のグルーピング

を行っております。また、共用資

産については、本社を含むより大

きな単位でグルーピングしており

ます。 

グルーピングの単位である各営 

業部において、減損の兆候があっ 

た上記福岡営業所における資産グ 

ループの帳簿価額を回収可能価額 

まで減額し、当該減少額を減損損 

失（1,911千円）として特別損失に 

計上しました。 

その内訳は、機械装置957千円、 

電話加入権323千円及びリース 

資産減損勘定630千円でありま 

す。 

  なお、当資産グループの回収可 

能価額は使用価値及び正味売却価 

額を用いており、使用価値につい 

ては、将来キャッシュ・フローを 

５％で割り引いて算定し、正味売 

却価額については、路線価評価額 

及び合理的な処分見積額等により 

算定しております。 

※５ ※５．減損損失 

当事業年度において、当社は以

下の資産グループについて減損損

失を計上しました。 

場所 用途 種類 

福岡シス

テム営業

部（福岡

市博多

区） 

事務用

設備等 

機械装

置及び

無形固

定資産

等 

当社は、内部管理上の営業所等

を単位として資産のグルーピング

を行っております。また、共用資

産については、本社を含むより大

きな単位でグルーピングしており

ます。 

グルーピングの単位である各営 

業部において、減損の兆候があっ 

た上記福岡営業所における資産グ 

ループの帳簿価額を回収可能価額 

まで減額し、当該減少額を減損損 

失（1,911千円）として特別損失に 

計上しました。 

その内訳は、機械装置957千円、 

電話加入権323千円及びリース 

資産減損勘定630千円でありま 

す。 

  なお、当資産グループの回収可 

能価額は使用価値及び正味売却価 

額を用いており、使用価値につい 

ては、将来キャッシュ・フローを 

５％で割り引いて算定し、正味売 

却価額については、路線価評価額 

及び合理的な処分見積額等により 

算定しております。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

 16

前第３四半期会計期間 
（自 平成17年10月１日 
 至 平成18年６月30日） 

当第３四半期会計期間 
（自 平成18年10月１日 
至 平成19年６月30日） 

前事業年度 
（自 平成17年10月１日 
至 平成18年９月30日） 

６．減価償却実施額 

有形固定資産   49,544千円 

無形固定資産   14,987 

６．減価償却実施額 

有形固定資産   21,853千円

無形固定資産   25,248 

６．減価償却実施額 

有形固定資産   66,813千円

無形固定資産   25,035 

 

（四半期株主資本等変動計算書関係） 

当第３四半期会計期間（自 平成 18 年 10 月１日 至 平成 19 年６月 30 日） 

１．発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項 

 前事業年度末株式数

（株） 

当四半期増加株式数

（株） 

当四半期減少株式数

（株） 

第３四半期会計期間

末株式数（株） 

発行済株式数 
    

普通株式 24,526 － － 24,526

自己株式   

普通株式 － － － －

 

２．配当に関する事項 

（1）配当金支払額 

決議 
株式の 

種 類 

配当金の

総額  

（千円） 

配当の 

原 資 

１株当た

り配当額

（円） 

基準日 効力発生日 

平成 18年 12 月 26 日

定時株主総会 
普通株式 12,263

利益剰 

余金 
500 平成 18年９月 30日 平成 18年 12 月 27 日

 

（2）基準日が第３四半期会計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌期となるもの 

  該当事項はございません。 

 

前事業年度（自 平成 17 年 10 月１日 至 平成 18 年９月 30 日） 

１．発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項 

 前事業年度末株式数

（株） 

当事業年度増加株式

数（株） 

当事業年度減少株式

数（株） 

当事業年度末株式数

（株） 

発行済株式数 
    

普通株式 7,642 16,884 － 24,526

自己株式   

普通株式 － － － －

（注）普通株式の当事業年度増加株式数 16,884 株は、株式分割（１：３）による増加 15,284 株、公募増資による増加

1,600 株であります。 
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２．新株予約権及び自己新株予約権に関する事項 

新株予約権の目的となる株式の数（株） 

区分 新株予約権の内訳 

新株予約

権の目的

となる株

式の種類

前事業 

年度末 

当 事 業

年度増加

当 事 業

年度減少 

当事業 

年度末 

当事業年

度末残高

（千円）

提出会社 
ストック・オプションとしての

新株予約権 
普通株式 696 － 18 678 －

（注）当事業年度において減少しているものは、当社退職により権利を喪失したものであります。 

 

３．配当に関する事項 

（1）配当金支払額 

  該当事項はございません。 

（2）基準日が当事業年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌期となるもの 

決議 
株式の 

種 類 

配当金の

総額  

（千円） 

配当の 

原 資 

１株当た

り配当額

（円） 

基準日 効力発生日 

平成 18年 12 月 26 日

定時株主総会 
普通株式 12,263

利益剰 

余金 
500 平成 18年９月 30日 平成 18年 12 月 27 日

 

（四半期キャッシュ・フロー計算書関係） 

前第３四半期会計期間 
（自 平成17年10月１日 
 至 平成18年６月30日） 

当第３四半期会計期間 
（自 平成18年10月１日 
至 平成19年６月30日） 

前事業年度 
（自 平成17年10月１日 
至 平成18年９月30日） 

※ 現金及び現金同等物の第３四半期

末残高と四半期貸借対照表に掲記さ

れている科目の金額との関係 

（平成18年６月30日現在） 

（千円） 

現金及び預金勘定    472,489 

預入期間が３カ月 

を超える定期預金    △60,000 

現金及び現金同等物   412,489 

※ 現金及び現金同等物の第３四半期

末残高と四半期貸借対照表に掲記さ

れている科目の金額との関係 

（平成19年６月30日現在）

（千円）

現金及び預金勘定    369,519 

預入期間が３カ月 

を超える定期預金    △60,000 

現金及び現金同等物   309,519 

※ 現金及び現金同等物の期末残高

と貸借対照表に掲記されている科

目の金額との関係 

（平成18年９月30日現在）

（千円）

現金及び預金勘定    595,081 

預入期間が３カ月 

を超える定期預金    △60,000 

現金及び現金同等物   535,081 
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（リース関係） 

前第３四半期会計期間 
（自 平成17年10月１日 
 至 平成18年６月30日） 

当第３四半期会計期間 
（自 平成18年10月１日 
至 平成19年６月30日） 

前事業年度 
（自 平成17年10月１日 
至 平成18年９月30日） 

１．リース物件の所有権が借主に移

転すると認められるもの以外のフ

ァイナンス・リース取引 

（1）リース物件の取得価額相当額、 

減価償却累計額相当額、減損損失累

計額相当額及び期末残高相当額 

 

取得価

額相当

額 

（千円） 

減価償

却累計

額相当

額 

（千円） 

減損損

失累計

額相当

額 

（千円）

第３四

半期末

残高相

当額 

（千円） 

工具

器具

備品 

29,284 16,079 549 12,655 

合計 29,284 16,079 549 12,655 

 

(2)未経過リース料第３四半期末残

高相当額等 

未経過リース料第３四半期末残高

相当額 

１年内         5,426千円 

１年超          8,230千円 

合計         13,656千円 

リース資産減 

損勘定の残高       458千円 

 

(3) 支払リース料、リース資産減損

勘定の取崩額、減価償却費相当額

及び支払利息相当額並びに減損

損失 

支払リース料       4,884千円 

リース資産減損

勘定の取崩額 
    172千円 

減価償却費相当

額 

   4,352千円 

支払利息相当額     586千円 

減損損失     630千円 

 

(4)減価償却費相当額の算定方法 

リース期間を耐用年数とし、残存

価額を零とする定額法によってお

ります。 

(5)利息相当額の算定方法 

 リース料総額とリース物件の取得

価額相当額との差額を利息相当額

とし、各期への配分方法について

は、利息法によっております。 

１．リース物件の所有権が借主に移 

転すると認められる もの以外 

のファイナンス・リース取引 

（1）リース物件の取得価額相当額、

減価償却累計額相当額、減損損失累

計額相当額及び期末残高相当額 

 

取得価

額相当

額 

（千円）

減価償

却累計

額相当

額 

（千円）

減損損

失累計

額相当

額 

（千円）

第３四

半期末

残高相

当額 

（千円）

工具

器具

備品 

38,550 13,935 630 23,983

合計 38,550 13,935 630 23,983

 

(2)未経過リース料第３四半期末残

高相当額等 

未経過リース料第３四半期末残高

相当額 

１年内         6,295千円

１年超         18,894千円

合計         25,190千円

リース資産減 

損勘定の残高       －千円

 

(3) 支払リース料、リース資産減損

勘定の取崩額、減価償却費相当額

及び支払利息相当額並びに減損

損失 

支払リース料       5,477千円

リース資産減損

勘定の取崩額 
    630千円

減価償却費相当

額 

   4,482千円

支払利息相当額     630千円

減損損失      －千円

 

(4)減価償却費相当額の算定方法 

同左 

 

 

(5)利息相当額の算定方法 

同左 

１．リース物件の所有権が借主に移 

転すると認められる もの以外 

のファイナンス・リース取引 

（1）リース物件の取得価額相当額、

減価償却累計額相当額、減損損失累

計額相当額及び期末残高相当額 

 

取得

価額

相当

額 

（千円） 

減価償

却累計

額相当

額 

（千円） 

減損損

失累計

額相当

額 

（千円）

期末残

高相当

額 

（千円）

工具

器具

備品 

34,046 17,760 630 15,655

合計 34,046 17,760 630 15,655

 

(2)未経過リース料期末残高相当額 

等 

未経過リース料期末残高相当額 

１年内         5,085千円

１年超         11,466千円

合計          16,552千円

リース資産減 

損勘定の残高       301千円

 

 

(3) 支払リース料、リース資産減損

勘定の取崩額、減価償却費相当額

及び支払利息相当額並びに減損

損失 

支払リース料       6,347千円

リース資産減損

勘定の取崩額 
    329千円

減価償却費相当

額 

   5,661千円

支払利息相当額     752千円

減損損失     630千円

 

(4)減価償却費相当額の算定方法 

同左 

 

 

(5)利息相当額の算定方法 

同左 
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（有価証券関係） 

前第３四半期会計期間末（平成18年６月30日） 

１．その他有価証券で時価のあるもの 

前第３四半期会計期間末 
（平成18年６月30日） 

 

取得原価 
（千円） 

四半期貸借対照表 
計上額（千円） 

差額 
（千円） 

株式 2,000 20,400 18,400

合計 2,000 20,400 18,400

 
当第３四半期会計期間末（平成19年６月30日） 

1．その他有価証券で時価のあるもの 

当第３四半期会計期間末 
（平成19年６月30日） 

 

取得原価 
（千円） 

四半期貸借対照表計上
額（千円） 

差額 
（千円） 

株式 200 1,160 960

合計 200 1,160 960

 
前事業年度末（平成18年９月30日） 

1．その他有価証券で時価のあるもの 
前事業年度末 

（平成18年９月30日） 
 

取得原価 
（千円） 

四半期貸借対照表計上
額（千円） 

差額 
（千円） 

株式 200 1,580 1,380

合計 200 1,580 1,380

 

２．時価評価されていない主な有価証券の内容 
重要性がないため記載を省略しております。 

 

（デリバティブ取引関係） 

前第３四半期会計期間（自 平成17年10月１日 至 平成18年６月30日） 

  当社は、デリバティブ取引を全く行っておりませんので、記載事項はありません。 

当第３四半期会計期間（自 平成18年10月１日 至 平成19年６月30日） 

     当社は、デリバティブ取引を全く行っておりませんので、記載事項はありません。 

    前事業年度（自 平成17年10月１日 至 平成18年９月30日） 

当社は、デリバティブ取引を全く行っておりませんので、記載事項はありません。 

 

   （持分法損益等） 

前第３四半期会計期間（自 平成17年10月１日 至 平成18年６月30日） 

     関連会社がないため、該当事項はありません。 

当第３四半期会計期間（自 平成18年10月１日 至 平成19年６月30日） 

     関連会社がないため、該当事項はありません。 

    前事業年度（自 平成17年10月１日 至 平成18年９月30日） 

関連会社がないため、該当事項はありません。 
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（１株当たり情報） 

前第３四半期会計期間 
（自 平成17年10月１日 
 至 平成18年６月30日） 

当第３四半期会計期間 
（自 平成18年10月１日 
至 平成19年６月30日） 

前事業年度 
（自 平成17年10月１日 
至 平成18年９月30日） 

１株当たり純資産額 29,792円02銭

１株当たり第３四半 

期純利益金額     3,659円89銭 

 

なお、潜在株式調整後１株当たり

第３四半期純利益金額については、

新株予約権の残高はありますが、当

社株式は非上場であるため、期中平

均株価が把握できませんので記載し

ておりません。 

当社は、平成18年６月30日付で株

式１株につき３株の株式分割を行

っております。 

なお、当該株式分割が前期首に行

われたと仮定した場合の前事業年度

における１株当たり情報について

は、それぞれ以下のとおりとなりま

す。 

 

１株当たり純資産額  26,959円14銭 

１株当たり当期純利 

益金額               8,590円32銭 

 

なお、潜在株式調整後１株当たり当

期純利益金額については、新株予約権

の残高はありますが、当社株式は非上

場であるため、期中平均株価が把握で

きませんので記載しておりません。 

１株当たり純資産額 39,482円01銭

１株当たり第３四半 

期純利益金額     4,247円79銭
 
潜在株式調整後

１株当たり第３

四半期純利益金

額 

  4,170円42銭

１株当たり純資産額 35,744円50銭

１株当たり当期純利 

益金額        5,845円20銭

 

 

 

 

当社は、平成18年６月30日付で株

式１株につき３株の株式分割を行

っております。 

なお、当該株式分割が前期首に行

われたと仮定した場合の前事業年度

における１株当たり情報について

は、それぞれ以下のとおりとなりま

す。 

 

１株当たり純資産額  26,959円14銭

１株当たり当期純利 

益金額               8,590円32銭

 

なお、潜在株式調整後１株当たり

当期純利益金額については、新株予

約権の残高はありますが、当社株式

は非上場であるため、期中平均株価

が把握できませんので記載しており

ません。 

 

潜在株式調整後

１株当たり当期

純利益金額 

  5,838円34銭
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 （注）１株当たり四半期（当期）純利益金額及び潜在株式調整後１株当たり四半期（当期）純利益金額の算定上の基

礎は、以下のとおりであります。 

 
前第３四半期会計期間 

（自 平成17年10月１日 
 至 平成18年６月30日）

当第３四半期会計期間 
（自 平成18年10月１日 
至 平成19年６月30日）

前事業年度 
（自 平成17年10月１日 
至 平成18年９月30日）

１株当たり第３四半期（当期）
純利益金額 

 
  

第３四半期（当期）純利益 

（千円） 
83,906 104,181 134,416 

普通株主に帰属しない金額

（千円） 
－ － － 

普通株式に係る第３四半期
（当期）純利益（千円） 

83,906 104,181 134,416 

期中平均株式数（株） 22,926 24,526 22,996 

    

潜在株式調整後１株当たり第３
四半期（当期）純利益金額 

   

第３四半期（当期）純利益調

整額（千円） 
 － － 

普通株式増加数（株） － 455 27 

（うち新株予約権） － （455）   （27） 

希薄化効果を有しないため、

潜在株式調整後１株当たり第

３四半期（当期）純利益の策

定に含めなかった潜在株式の

概要 

新株予約権１種類（新株予約

権の数226個） 

－ － 

 

（重要な後発事象） 

前第３四半期会計期間 
（自 平成17年10月１日 
 至 平成18年６月30日） 

当第３四半期会計期間 
（自 平成18年10月１日 
至 平成19年６月30日） 

前事業年度 
（自 平成17年10月１日 
至 平成18年９月30日） 

該当事項はございません。 同左 同左 

 


